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1.新 事業(ベ ンチャー企業)の 育成 ・振興

{1}「21世 紀に向けた近畿新産業 ビジョン」の策定

平成7年6月 、「21世 紀 に向けた近畿新産業ビジョ

ン」を策定 し、新規 ・成長12分 野を中心 として、近

畿地域で育成すべき分野の将来像 を展望するとともに、

それ らを創出 ・育成するための環境整備プログラムを

提言。

② 「近畿地域 における新規産業 ・新規事業の創出 ・

育成」に向けた広域連携 について

近畿地域 において、新規事業展開に取 り組んでいる

申堅 ・中小企業の多様なニーズに対応 し、新規事業の

創 出を積極的に図っていくためには、地域が一体 とな

って起業家の支援 に取 り組むことが必要であり、その

ためには各支援械関がそれぞれの支援事業の特色を発

揮 しつつ、各機関の連携の下に実施 していくことが重

要。 このため、関西経済連合会、関西経済同友会、関

西ニュービジネス協議会等、関西一 円において支援活

動を行っている支援機関と地域の経済団体である商工

会 ・商工会議所等 との連携 により、資金面、人材面、

技術面 といった各種の支援 を行 う仕組み(「広域 プラッ

トフォーム」)の 整備 を行 った。

平成10年 度においては、主要経済団体等の参画を

得て、「広域連携による新規事業等創出連絡協議会」(仮

称)を 創設 し、広域プラッ トフォーム全体のあ り方を

検 討するとともに、広域連携支援モデル事業を実施 し

た。

{3)「 ベンチャー大学構想」の推進

平成8年 度に、(社)関 西ニュービジネス協議会(NBK)

に委託 し、近畿地域に適合した 「起業家創造 システム

に関する調査研究」を実施。 この中で、起業家及び支

援人材等の育成 と育成の過程を通 じて実際に起業 を促

進させる機能を併せ有する取 り組みが重要であるとの

結論を得、「ベ ンチャー大学構想」として取 りまとめた

ところ。

平成9年 度は、 「ベンチ ャー大学構想」の具体化 を

図るため、支援人材(自 治体 ・公的機関、VC・ 金融機

関等の新規事業等支援担当者)の 能力の形成 ・向上を

目的 とした 「支援人材育成プログラム」について重点

的 に検討を行った。

今後は、本研究成果を活用 しつつ、「同大学構想」

の実現 に向けた取 り組みを推進 した。

(4}ベ ンチャープラザ事業の推進

ベ ンチャー企業 と投資家、事業協力者 との出会いの

場 の提供及び経営 ・特許等の専門家によるア ドバイス

を受ける場の提供 によりベ ンチ ャー企業の有す る課題

の解決に資するため、平成8年 度か ら開催。

平成10年 度は、府県等の支援機関 との連携 をよ り

一層強化 し、神戸市において開催の 「新産業創造フェ

スタイ ン神戸」の中核的事業の一つとして、11月4日

～5日 に神戸ポー トアイ ランドで実施。

(5}イ ンター ンシップの普及 ・啓発

インターンシップの導入については、昨年末フォロ

ーアップされた 「経済構造の変革 と創造 のための行動

計画」 において、大学等 において教育課程 に位置づけ

ることを含 め、積極的に評価す るな どその本格的な取

組が行われるよう促す とともに、中小 ・ベンチャー企

業等を含む企業側における実施体制の整備 を促進する

こととされている ところ。

当局管内にお いても関心が高 く、既 に、一部産業界

や大学において 自主的な取 り組みがなされている。当

局としては、 これ らの 自主的な取組みを支援するとと

もに、関係機関 とも協力を図 りなが ら、平成10年 度に

おけるインターンシップの本格的導入に向けて普及啓

蒙を中心 とした活動を推進。

(6)新 規事業等支援機関連絡会議の設置

地方 自治体、経済団体等 の支援機関が支援策等の現

状や課題 について意見交換 を行 うことによ り、情報や

支援 ノウハウを相互に共有す るとともに、今後の新規

事業創出に向けた施策展開の方向性等を検討すること

を 目的に設置。

〔7)「 新産業創造フェスタイ ン神戸」の開催

新 産業 ・新規事業の創出に取 り組む多 くの機関が協

力 し、多様なイベ ン トを集中的 に開催す ることを契機

として、近畿地域 における新規産業等の創出を促進 さ

せるとともに、阪神 ・淡路地域の本格的産業復興に資

することを目的として、本年11月4日 ～6日 の間、神

戸ポー トアイ ラン ドにおいて、「新産業創造フェスタイ

ン神戸」を開催。

(8}近 畿地域における新規産業・新規事業創出 に向け

た補正予算の活用

今 般の総合経済対策の施策 を活用 し、近畿地域にお

ける新規産業 ・新規事業 を創出するため、関西経済連

合会、大阪商工会話所、関西ニュービジネス協議会等

の経済 団体な どに対 し、説明会 を通 じた施策の普及活

動 を行 っているところ。

2.研 究開発 の推進 ・産学連携の推進

(1)近 畿地域 における技術 開発基盤整備 に関する調

査研究

近畿地域は、大学、国公立研究機関、研究基盤法人、

企業研 究所等、優れた研究ポテ ンシャルを有すると共



に、技術戦略拠点も関西文化学術研究都市、京都 リサ

ーチパーク、播磨科学公園都市 をはじめとして数多 く

整備 されてきている。

さ らに、 これ まで 「イオン工学セ ンター」 「自由電

子 レーサー研究所」 「人間生活工学研究セ ンター」「生

物分子工学研 究所」等、多 くのナショナルプロジェク

トを実現す るなど、研究会貼るポテンシャルの高い地

域。

このため、新規 ・成長産業の創出が期待 される分野

において、ポテンシャルを活用 しつつ、更に技術開発

を促進 し、技術開発 を通 じた近畿経済の活性化を図る

ため、アウ トソー シングを始め とする外部構能 ・資源

の活用、支援産業群 とのネ ットワーク化、研究情報等

の共有化 といった産業界の技術開発を支援する技術開

発基盤整備に関 して、平成10年 度に調査を実施すると

共に、そ の実現化 を図った。

(2〕 「技術移転機関(TLO)」 の整備に向けた取 り組み

大 学等 における研 究成果の産 業界への技術移転の

促進 は、新規産業の創出や技術水準の向上による既存

産業 の高度化という観点か ら極めて重要。 このため、

大学側 と産業側 を結 びつける役割を果たす 「技術移転

機関(TLO=TechnologyLicensingOrganization)」 の整

備の支援等 を内容 とす る 「大学等における技術に関す

る研究成果 の民間事業者へ の移転の促進に関す る法

律」が制定された。

当局においても平成9年 度 「近畿地域における産学

官連携推進のためのテクノロジー ・ライセ ンス機能の

あり方に関する調査研究」を実施 した ところであ り、

近畿地域において も大学 ・公的機関等 を中心として技

術移転機関の設立 に向けた複数の取 り組みがなされて

いるところ。当局としては、今後これ ら取 り組みに適

宜助言を与えること等によ り、近畿地域において望ま

しい技術移転機関の整備に向けた取 り組みを行った。

(3}「 産学官連携推進のための懇談会」の開催

近畿地域 にお ける産学 官連携に係 る取 り組みの拡

充 ・強化 を図るため、近畿の産学官の代表者が一堂 に

会す る 「近畿産学官連携推進会議」を平成9年3月 に

開催。同会議では、産学官連携に関する政策の方向と

具体 的施策 の周知 を図るとともに'産 学官連携による

研究 開発、特に学官技術 シーズの産業化の現状及び課

題、産学官連携 に関す る組織 ・支援体制並びに研究開

発成果の適切な保証及び移転 ・活用等について意見交

換を行 った。また、産学官連携 をよ り円滑に推進する

ため、京阪神に拠点をお く産学連携に積極的に取 り組

む大学関係者 と産学官連携推進の課題等について懇談

するため 「産学官連携推進 のための懇談会」を本年1

月に開催 した ところ。

'
今後も、産学官連携施策の周知、意見交換等を目的

として適宜開催 した。

〔4}ナ シ ョナルプロジェク トの推進

近畿地 域の技術 ポテ ンシャル を活用 したナシ ョナ

ルプロジェク トを積極的に提言 、案施していくことに

より、近畿地域、ひいては我が国経済の活性化、技術

力強化 を図ることを 目的として、継続的に技術開発 プ

ロジェク トの発掘を行 ってお り、現在、産 業科学技術

研究開発制度において、次のプ ロジェク トを実施或 い

は提案 中。

① 先導研究

・人間行動認知評価 技術(平 成8年 度～9年 度)

・脳神経細胞工学(ニ ューロバイオ)基 盤研究(平 成

9年 度～10年 度)

・パルス大電流による三次元イオン加工技術(平 成10

年度新規テーマ)

② 産業技術基盤研究開発プロジェク ト

・人間感覚計測応用技術(平 成2年 度～10年 度)

・人間行動適合型生活環境創出システム技術(平 成11

年度新規提案中)

③ 大学連携型産業科学技術研究開発プロジェク ト

・コヒー レントビーム活用 による網膜型画像処理 プロ

セ ッサ実現基盤技術 の研究開発(平 成11年 度新規提案

中)

今後 とも、産学官連携を通 じ、ナショナル プロジェ

ク トの発掘を行 った。

(5}「 関西テクノロジーマップ」の作成

大 学との特定の交流関係 を持たない中堅 ・中小企業

に産学交流の糸 口となる情報 を提供 し、技術 開発への

インセンティブを与えることを目的に 「関西テク ノロ

ジーマップ(大 学編)」 を、また、得意技術を有 し、特

定分野に秀でた中堅 ・中小企業の技術 シーズを 「大学

編」 と互換性を持たせた形で明 らかにし、企業間 ・産

学問の交流促進を目的 とした 「関西テクノロジーマッ

プ(企 業編)」 をそれぞれ作成 し、インターネッ ト、

CD-ROM等 による普及 を広 く展開 しているところ。

平成9年 度は、近畿地域が高い研究開発ポテンシャ

ルを有す る光量子 ・粒子分野に着 目し、(財)関 西産業

活性化センターに委員'会(委 員長:田 中前立命館大学

総合理工学研究機構長)を 設置 して検討 を行い、「関西

テクノロジーマ ップ(光 量子 ・粒子編)」 を作成した。

今後、テ クノロジーマ ップ分野別の第二段 として、

「バイオテクノロジー分野」につ いて取 り組むべ く検

討中。



3.情 報化の促進

(1)ECの 推進

通産省においては、H7FY第1次 補正予算 を活用 し

たEC実 証実験以降、産業、国民生活の各般 にわた り

飛躍的な利便性の向上 をもたらすECを 積極的に推進。

HlOFY通 産省 関連 情報通 信高度化予 算補 正事 業等

1,100億 円のうち、約半分に当たる500億 円を活用 し

てECの 本格的導入促進 に努めているところ。

なお、近畿地域においては、H7FY第1次 補正予算

のうち10億 円を活用 して、サイバー ・コマース ・シテ

ィー ・コンソーシアム(略 称CCC)を 母体 に企業消費

者間のEC実 証実験をHgFY末 にかけて実施 ・終了。

当局 としては、管下関係団体 ・企業等 に対 し、EC

に係 るH10FY補 正予算の前広なPRと その積極的な活

用 を指導 しているところ。

② 映像 ・ビジュアルウェア産業の育成 ・集積化のた

めの支援及び体制整備

今後急増す ると見込 まれ るコ ンテンツ需要 に対応

す る映像 ・ビジュアルウェア産業の育成 ・集積化は、

近畿地域 の産業構造の変革 、国際化等のために極めて

重要であるとの認識のもと、今井賢一(ス タンフォー

ド大学教授 ・日本センター理事長)を 委員長 とする 「近

畿地域における映像 ・ビジュアルウェア産業の育成 ・

集積化の総合的方策検討委員会」を設置 し、総合戦略

を検討。

①京阪神三都の広域連携②映像 ・ビジュアルウェア

産業集積化の街づ くり③新産業創出④ ビジネス支援機

能の整備を柱とする行効計画をとりまとめ、行動計画

実現 のための 「戦略会議」を6月18日 に設置。

〔3)「 近畿歴史文化デジタルアーカイブ構想」の推進

近畿地域 には優れた歴史 ・文化遺産が多数存在する

ことに着 目し、地域の歴史 ・文化遺産 をデ ジタル映像

情報 として収集 ・保存 ・蓄積するとともに、インター

ネ ットやCD-ROM等 の多面的な媒体により情報発信

し、地域の活性化につなげていくための 「近畿歴史文

化デ ジタル アーカイブ構想」を推進 中。

この一環 として平成9年12月 の 「デジタルアーカ

イプ国際会議in奈 良」(デ ジタルアーカイプ推進協議

会主催)に 引き続き、平成10年12月 の 「デ ジタルア

ーカイプ京都国際会議」(京都市他主催)の 開催等 を支

援。

また、「関西におけるデジタル ・アーカイブ化推進

による地域活性化に関する調査研究委員会」(委員長:

杉田民族学博物館副館長、事務局=(財)関 西情報セ ン

ター)に おいて地域への展開方策を検討中。

4.地 域産業の活性化

(1}「 総合物流施策大綱 」に基づ く近畿地域における

総合物流施策の推進

近畿 地域 にお ける物流 に関す る課題や対応策等 を

検討 し、関係機関等の連携によって総合的な施策を展

開す るため、昨年ll月11日 に、当局、近畿地方建設

局、近畿運輸局、第三港湾建設局、神戸 海運監理部、

地方 自治体、府県警察本部、経済団体等を構成メンバ

ー とする 「近畿地方総合物流施策推進会議」を設置。

現在の ところ、検討課題を①物流拠点の整備及び物

流サー ビスの高度化、②都市内物流効率化 の推進、③

地域間物流効率化 の推進の3テ ーマに選定し、それぞ

れの検討課題 に基 づき4つ のWGを 平成10年6月 に

設置。今後 、課題 を再整理 し、次善策 を検討、実施 し

た。

② 「特定産業の活性化に関する臨時措置法(集 積活

性化法)に 基づ く活性化対策支援事業への助成

～ 「大阪府 中央地区」「滋賀大津 ・南部地区」及び 「兵

庫県尼崎 ・伊丹地域」

本法 は、平成9年3月 、生産拠点の海外展開の影響

による産業空洞化対策 としで 地域経済の自立的発展

の核 となる基盤的技術産業集積及び特定 中小企業集積

の活性化や その新たな形成 を促進する事 を目的として

公布された。

管内では、平成9年 「大阪府中央地域」及び 「滋賀

大津 ・南部地域」の2地 域の 「基盤的技術産業集積活

性化計画」が承認 された ところ。本年度は、兵庫県が

「尼崎 ・伊丹地域」の同計画の承認 申請 した。

現在 、地方 自治体等が活性化計画 に則 り行 う産業イ

ンフラ整備(研 究開発施設 ・人材育成施設 ・貸工場 ・

研究設備)を 推進するとともに関連支援事業(高 度化

のための研 究 ・技術開発等)へ の積極的支援 を実施 し

ている。 また、地域進行整備公団による貨工場や工場

団地の整備な どの支援策が講 じられ るなど、今後、 こ

れ ら助成 によ り、更なる技術の高度化、新規産業創出

に向けた基盤 とな ることを期待。

(3)我 が国産業技 術の歴史的側 面にお ける体系整備

に関する調査研究の実施

産業技術史の多面的考察 ・考証を行い、体系的に整

備す る必要があることか ら産業技術史の歴史的側面 に

のける体 系的整備及びその研究成果 の活用方法 につ い

ての検討を平成10年 度実施 した。これによ り、モノ作

りの歴史的認識を高め未来への創造 へ貢献することが

期待 されるとともに、近年懸念されている若年層の科

学技術離れを食い止め、更 に、研究成果を有効 に情報

発信 してい くことにより、文化 の発信 ・文化関連産業

の振興 に資す る。



5.国 際化の推進

(1)関 西への対 日投資の促進

新 しいシーズや発想、ネッ トワークを持つ外資系企

業を誘致す ることは、地域 の保有するポテンシャルを

さらに高め、地域経済の活性化につながるが、海外か

ら我が国 に対する直接投資は、我が国か ら海外への直

接投資に比べて極めて低い水準にあ り、また、全国の

約2割 の経済規模を有 している関西地域の外資系企業

の進出数 は、全国の1割 を下回っている。

こうした ことから、我が国全体として対 日投資を促

進するとともに、関西独 自の対 日投資促進策 を検 討す

る必要が生じている。

当局では、各地域で進め られて いる外資誘致関連事業

を踏まえつつ、関西全体 として の対 日投資策の検討を

行 うため、「関西国際経済交流推進会議」(事 務局:大

阪商工会議所)の 下 に 「関西対 日投資促進策検討委員

会」(事 務局:近 畿通商産業局)を 平成9年3月28日

設置 し、5回 の会合を開催、10年1月 最終報告書 を取

りまとめた。

報告書では、関西における対 日投資の仕組みの構築

を目指 し、対 日投資支援 ネッ トワークの構築や関西の

効果的なPR方 策、戦略的投資誘致ビジ ョン策定等、

関西が一体として取 り組むべき具体的方策 を提言す る

とともに、そのための組織 として関西対 日投資推進協

議会(仮 称)の 設立について提案、関西国際経済交流

推進会議 の下 に、6月10日 設立。

{2}APEC環 境技術交流促進事業の積極的展開

平成9年4月 「APEC環 境技術交流バーチャルセン

ター(日 本)」 を正式に運用 開始。本プロジェク トを推

進するため、実務者 レベル による専門家 ワークショッ

プ(シ ンガポール)を10月6日(月)か ら8日(水)

に開催 し、引き続き環境関係政策決定者 レベルによる

政策決定者ワークショップ(大 阪)を11月25日(火)

から26日(水)にCOP3関 連行事 として開催 した とこ

ろ。また、平成10年11月 正7～19日 には政策決定者 ワ

ークショップ(京 都市)を 開催のした。今後はAPEC

各国地域において、情報提供の充実、検索機能の互換

性確保、地域間交流等の共 同取組、各国 ・地域でのバ

ーチ ャル ・セ ンター設立促進な どを推進。

(3}域 内における国際プロジェク トの推進

① 「上海 ・長江交易促進プロジェク ト」、「環 日本海

経済交流促進事業」等地域プロジェク トの推進

「上海 ・長江交易促進 プロジェク ト」は国の阪神 ・

淡路復興委員会が提案 した復興特定事業の1つ であ り、

上海 ・長江 と阪神の経済圏 を結んで、 日中経済交流を

促進するため、「大長江節(フ ェア)」「日中合弁情報コ

ンサルタン ト会社」「経済交流」等、5つ の特別委員会

を設置、専門的事項 の検討 を行ってお り、当局 として

も関係委員会の委員 として本 プロジェク トを支援して

いる ところ。

また、「環 日本海経済交流促進事業」については、

環 日本海地域協力連絡協講会(事 務局:(社)ロ シア東

欧貿易会)、北陸 日本海経済交流促進協議会(事 務局:

北陸経済連合会)が 、環 日本海の経済交流を促進する

ため、ミッションの派遣、調査研究、研修生の受入れ、

セミナーの開催等の事業を行っている。

② 世界 ビジネス ・コンベ ンション(G-BOC)、 グロ

ーバル ・ベンチ ャーフォーラム(GVF)(元 アジア太平

洋ベ ンチャー(APV))の 充実

世界 ビジネス ・コンベンション(G-BOC)は 、大阪

商工会議所を事務局 に、大阪府、大阪市、京阪神の商

工会請所等が連携 して開催 している世界的なビジネス

交流会。第13回 目を迎える平成10年 は、個別商談会

に加え、海外か らの対 日投資 を含めた国際投資交流の

促進を一層図るため、関連 プログラムの充実に力を入

れる こととし、「国際 ビジネス支援プラザ」を日本企業

のみな らず海外企業を含めた内外相互 の投資交流の促

進 を目的 とする 「国際投資交流プラザ」 として拡充 し

て開催するほか、海外か らの参加者に対 し、具体的に

日本市場の魅力をPRす る 「対 日投資促進セミナー」

を開催。また、国際投資を促進する手段 として最近注

目を集めているM&Aの 活用法 に関するセミナーも開

催す るなど新たに対 日投資促進 プログラムを盛り込む。

また、G-BOCに 引き続いて 開催 されるグローバル ・

ベンチャーフォーラム(GVF)は 、これまでアジア太

平洋ベ ンチャー(APV)と して内外の優れたベンチャ

ー企業 にビジネスパー トナー との出会いの場(ビ ジネ

スプラン発表会 ・個 別商談会)を 提供。平成10年 から

は、対象地域 をアジア太平洋地域のみな らず、G8を 含

む全世界に向けて拡充 ・強化 し、新規産業や雇用の創

出機会のグローバル化 をも図るために、名称もグロー

バル ・ベンチャー フ才一 ラム(GVF)と 変更 し、大幅

に拡充。

③ ダイナミック ・アジア(ア ジア中小企業見本市)

の支援

ダイナミック ・アジア(ア ジア中小企業見本市)は 、

アジア経済を支える中小企業の新たなネットワークづ

くりと、アジア諸国 と日本のマーケッ トの効率的な融

合促進 を図ることを目的に、平成10年9月9日 ～ll

日にアジア商工会議所連合会(CACCI)主 催、(社)

大阪国際見本市委員会共催で開催 した。

本見本市は、アジア商工会議所連合会(CACCI)加

盟の商工会議所がバックアップするアジアで最初の見

本市で あり、アジア ・西太平洋地域の中小企業が一堂

に会す ることによ り、域内外 との一層の貿易の拡大や

経済成長が期待 されて いる。



見本市で は、工業製品を中心 とした ブース出店 を行

い商談の場 を提供するほか、各種セ ミナー等の開催、

見本市ゾー ンの設置を行った。

なお、本事業 については、JETROか ら支援 を行 った。

6.エ ネルギー対策 ・再資源化対策の推進

〔1)エ ネルギー広報の総合的推進

① 一般市民 に対する広報 の推進

全国講演 キャラバ ン、原子 力発電所見学会、原子力

問題懇談会等 を通 じて、一般市民 を対象 としたエネル

ギー ・原子 力問題に関する広報活動を実施。省エネ広

報と して省エネオ ピニオンリーダーキャラバ ンを実施。

加 えて、上記活動を始め とした 当局関連事業 におい

て、エネルギー需給 と環境保全の観点か ら、平成9年

12月 に京都 市で開催された地球温暖化防止京都会議

に係 る広報活動 を実施。さらに、 より効率的なエネル

ギー広報の実施 ・検討のため関西電力㈱、大阪ガス㈱

ほか4団 体によ り構成される「エネルギー広報連絡会」

や消 費者団体 と消費者行政担当(自 治体)に よる 「近

畿省 エネルギー消費者懇談会」 を設置。

また、エネルギー政策について の国民的合意形成の

ためには、大都市住民 に対 しての総合的広報が不可欠。

一方 、電源地域 の恒久的自立発展のためには、都市部

との連携が必要。 このため、 これ らの機能を併せ持つ

電源地域振興拠点の整備 を検討す ることとし、平成9

年度 に、調査研 究を実施。平成10年 度 もFSの 検 討を

含 めた調査研究 を継続 して実施 した。

② 地方公共団体に対する普及 ・啓蒙

平成8年 度か ら大阪大学 と共催で、府県政令市のエ

ネル ギー関連業務担当者を対象 とした 「地域エネルギ

ー政策講座」を設置し、エネルギー問題 に関す る理解

の深化 に努めてお り、平成8年 度は、現地講座 を含め

のべ6回 開催 し、総合的な情報提供の場 として好評 を

得た ところ。

平成9年 度 は、受講対象者を府県政令市か ら市町村

まで に拡大、講義内容 も太陽エネルギー、低公害自動

車、 ごみ発電等 の具体的事例に重点を移すな ど同講座

の充実 を図 り、現地講座を含 め7回 の講座を開催。平

成10年 度 も引き続き開催する こととして いる。

{2)電 源立地の推進

近畿地域における電力需要は、民生用需要を中心と

して着実に増加することが予想され、今後毎年約70～

100万Kwの 新規電源の確保が最重要課題 となってい

るものの、昨今 の電源開発は、水 力及び火力地点につ

いては一定の進展がみ られ るものの原子 力地点につい

ては、地元住 民の合意形成の確保難等によ り計画 どお

りに進まない厳しい状況にある。

このため、平成10年 度 は、原子力等の発電所の立

地を一つの契機 として、立地地域が地域の特性に応 じ

た自立的かつ持続的な発展を図って いくことを支援す

る施策を充実するとともに、原子力の必要性 ・安全性

等エネルギー問題 に関する理解促進活動を強力に展開

する等、国民の視点に立った原子 力政策の展開に向け

た施策を充実。

主要開発計画地点:

[火力]

舞鶴(着 工に向け準備 中)

御坊第二、和歌山(い ずれ も平成9年7月 の電調審で

承認され、国の電源開発基本計画 に組み入れ られた。)

[原子力]

小浦、 日置川、久美浜(原 子力受入れ基盤を醸成 中)

[水力]

金居原(着 工に向け準備中)

{3)広 域熱供給幹線構想の推進

大阪湾に集 中 して賦存する膨 大な廃熱 等 を有効利

用するための熱供給幹線構想の具体化のため、平成7

～8年 度にかけて神戸市臨海部周辺地域 を対象 とした

広域熱供給システムの基本計画立案 の検討を行い報告

書 を取 りまとめた(委 員長:鈴 木大阪大学工学部長)。

本構想については、兵庫県及び神戸市の震災復興計

画では検討すべきシステムとして取 り上げ られ、また、

兵庫県(8年 度)及 び神戸市(9年 度)の 新エネルギ

ー ビジョンの中で も今後推進すべきプロジェク トとし

て位置づけられている。

なお、震災復興の新産業構造形成プロジェク トとし

て選定 されている 「神戸灘浜エナジーア ン ドコミュニ

ティ計画」では、本構想のエネルギー源の一つである

㈱神戸製鋼所の卸売電力事業(IPP)計 画の余剰熱を酒

造組合、周辺企業に供給す る計画があ り、また、熱の

需要先 として考え られる 「東部新都心 における地域冷

暖房計画」 も事業化 に向けて動き出 して いることもあ

り、今後各方面でさらに具体的な検討が進め られるこ

とを期待。

(4)再 資源化対策の推進

～西 日本 リサイクル ・マイン ・パーク構想の推進～

廃 自動車 ・廃家電等の破砕及び選別 に伴って発生す

るシュ レッダー ダス ト等非鉄金属含有廃 棄物 を、鉱

山 ・製錬所の施設 ・技術 ・ノウハ ウを活用 してリサイ

クル(廃 棄物の無害化、再資源化)し ようとす るリサ

イクル ・マイ ン ・パーク構想 を進めているところ。

平成7年 度 の調査において、シュレッダーダス ト等

廃棄物を 「枯渇なき新たな資源」と位置 づける ととも

に、瀬戸内海 の臨海部に所在する製錬所 を活用 した地

域ネッ トワー ク実現可能性について検討 を行い、「西 日

本 リサイクル ・マイン ・パーク構想」を提言。



更に、平成8年 度調査では、本構想実現のため課題

とされて いた シュレッダーダス トの輸送、熱処理、金

属回収技術について調査 を実施 し、事業化 に向けて具

体策を提言。

平成9年 度 においては、 リサイクル地域ネッ トワー

ク化実現のため、リサイクル環境対策等の調査を行 い、

事業展開の可能性 についての確認 と重金属回収技術の

立証 を行 い、モデルシステムの具体策 を検討、平成10

年度 も引き続 き検討 を行 う。

7.阪 神淡路大震災被災地熾の復興 対策の推進

阪神 ・淡路大震災の被災地域の経済の復興のため、

産業復興 プロジェク トの実現 に向けた産業復興支援事

業を支援するとともに、同地域 の経済社会が将来に向

けよ り一層の活力を強化できるよう、引き続き被災地

域の経済復興 に資す る産業支援体制を整備。


